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金融機関の役職員の融資決裁における責任  

吉 岡 伸 一  

Ⅰ．金融株関の融資のあり方について   

一．金融機関の役員の責任・義務‾   

金融機関の役員は，当該金融機関が抹式会社であれば，会社法330条（旧商  

法254条3項）により，当該金融機関との間において委任に関係する規定に従  

うことになる。そうすると，金融機関の役員は，当該金融機関に対して善管  

注意義務を負うことになる（民法644条）。また，金融機関の役員は，会社法  

355条（旧商法254条の3）により，当該金融機関に対し忠実義務を負い，こ  

れらを含めて「法令又は定款に違反する行為」をしたときには，会社に対し  

て損害賠償の責任を負うものとされている（会社法423条1項（旧商法266条  

1項5号））。   

これらの規定は，信用金庫法35条や中小企業等協同組合法38条の2，同法  

42条などの規定により，信用金庫や信用組合の理事にも同様の損害賠償責任  

が生じることとされている（岩原紳作「大口信用供与等規制に違反した金融  

機関役員の責任」ジュリスト1283号230頁，山田剛志「融資決裁をめぐる破綻  

金融機関経営者の責任」金融法務事情1661号25頁参照）。また，上記のような  

違反があれば，民法709条に基づき，当該金融機関から不法行為に基づく損害  

賠償責任を問われる可能性もある。   

さらに，刑事責任も問われる可能性がある。たとえば，他人のために事務  

を処理す名著が自己または第三者の利益を図り，または本人に損害を加える  

目的で，その任務に背き，本人に財産上の損害を与えることは，刑法247条の  

背任罪に該当し，5年以下の懲役または50万円以下の罰金に処せられること  

になるが，役員，部店長その他権限を有する幹部行員については，特別背任  
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889 金融機関の役職員の融資決裁における責任  

罪（会社法960条（旧商法486条）．10年以下の懲役または1，000万円以下の罰  

金）が適用される。つまり，役員などの場合は，刑事責任が加重されること  

になる。  

しかし，背任罪というのは，結果的に金融機関に損害を与える融資を行っ  

たとしても，本来の融資手続，債権回収ルールを守り，十分な検討を行った  

にもかかわらず．結果的に損失が発生したのであれば，責任を負うことはな  

いものと思われる。言い換えると，その融資が任務に背いたものでなく，健  

全性ある審査がされていたのであれば，責任を問われることはない。この場  

合は，受任者としての善管注意義務や忠実義務にも違反していないことが多  

いであろうから，民事的責任も追及されることは少ないものと考えられる。  

この点で顕著に問題となるのは，救済融資である。破綻に瀕した企業に対  

し倒産を招くことを承知の上で融資を打ち切るか．多少の危険は覚悟しても  

追加融資をすることによって経営の好転を期待するのかどうかの選択を迫ら  

れた場合に，十分な資料を収集し検討した結果，追加融資により経営が改善  

され業績が向上する見込みがあり．諸般の事情を考慮すれば金融機関のため  

に追加融資が有利であると判断できたために，多少の危険をおかして融資し  

たところ，予想に反して金融機関に損害を与える結果となっても，任務に背  

いたことにはならないと考えられる。  

二．融資の意義と基本原則   

では，つぎに金融機関の融資あるいはその審査のあり方について検討する  

こととする。  

1．融資の意義   

金融機関は，多数の顧客から受け入れた預金を主な資金源とし七，これを  

自己の計算と危険負担において資金を必要とするものに融通する，いわゆる  

融資という形で資金を連用している。また，金融機関は．融資のほか有価証  

券などへの投資も行っているが，融資は金融機関の資産構成の中で大きな比  
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重を占め，融資により得られる利息などの収入は，金融機関の主たる収益源  

となっている。   

2．融資の基本原則   

金融機関が融資に当てる資金は，金融機関が一般の顧客から集めた預金が  

中心であるから，その連用には細心の注意が払われなければならない。金融  

機関にとっては，経営が行き詰まって預金の払戻しに応じられないというよ  

うな事態は決して引き起こすわけにはいかないのである。また，融資が金融  

機関資産の大半を占めることから，融資の健全性が保たれているかどうかが．  

金融機関の資産内容の良し悪しに重大な影響を持つといえる。したがって，  

融資先の信用状態が良好で貸出金の回収に不安がないこと，あるいは不測の  

事態に陥ったとしても回収ができるように保全が回られていることが，金融  

機関にとっては欠くことができない条件となる。   

また，金融機関もひとつの企業であるから，活動を継続するには相当の業  

績をあげることが必要である。とはいうものの，金融機関が自己の利益を追  

求するあまり，どのような先に対しても融資を行ってよいかというと，これ  

は金融機関の公共的な立場から許されない。   

以上のようなことから，金融機関の融資の可否を判断する上で考慮すべき  

基本原則として，公共性，安全性，収益性，流動性，成長性，という5つが  

一般にあげられる。   

（1）公共性の原則   

公共性の原則というのは，金融機関の融資は，公共の利益に適する目的に  

従ってなされなければならないということである。言い換えれば，世間から  

非難を受けるような融資をしてはいけないということである。   

そのため，金融機関が一枚大衆から預かった預金は，経済の状況をよく判  

断して国民経済の発展に役立つ上でもっとも有効な方面に融通することが肝  

要であり．不要不急の融資や投機，過度の贅沢をあおるような融資をするこ  

とは差し控えるべきである。  
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887 金融機関の役職員の融資決裁における責任   

また，融資審査にあたって，経営者の人柄や企業の収益力などを検討する  

ことは当然であるが，金融機関に課せられた公共性の原則を再認識し，「資金  

使途」に対しても適法な目的に使用されるかどうか十分に注意を払い，企業  

としての社会的責任をなおざりにしてはいけない。したがって，金融機関と  

しては，取引先の収益力が高いと判断されたとしても，資金使途が十分把握  

できず，その資金が違法な営業に使われる可能性があれば，謝絶すべきこと  

になる。最近の金融機関には，コンプライアンス，いわゆる法令遵守の徹底  

が望まれており，刑法や独占禁止法だけでなくさまざまな法律に照らして適  

法であることを確認しておく必要がある。したがって，融資受付時において  

は，資金使途についても取引先の申し出を鵜呑みにせず，経営者の人柄．資  

質の再検討と併行して，裏付けとなる資料を徴求することによって確認する  

慎重さが必要である。以前の判例に，金融機関の職員が売春防止法に違反し  

たものがあったが，このような例は二度と引き起こすべきではない。   

なお，受付時において違法な使途に使われることを知らなくても，その資  

金の大半が公序良俗に反するように資金目的に流用されたときは，事前調査  

不足として，行内的に責任を問われる可能性はある。そのうえ，金融機関の  

レビュテーショナル・リスク，すなわち社会的な評価や金融市場における信  

用が傷つくリスクが生じることになる。   

（2）安全性の原則   

安全性の原則というのは，貸出金が確実に回収されるものでなければなら  

ないということである。そのためには，融資先として，まず返済能力・返済  

意思のある者を選ぶ必要がある。また，融資先の実態，将来性のほか，資金  

使途と返済財源などにつき，融資先から貸借対照表や損益計算書などの決算  

書関係書類を求めた上で財務分析等を行い，所要資金総額に対する融資の必  

要性．資金繰りの見通しなどに十分確認・検討を行ない，そのうえで担保や  

保証などの保全策を取ることによって，万一不測の事態が生じたときにも融  

資金の回収に懸念がないようにすることが大切である。過去の実績という意  

味では，創業間もない企業には望むべくもないが，そのような企業に対して  
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は，過去の実績に代えて，商品内容や販売見込み先，売り上げ見込み高，親  

会社や関係会社の支援の有無などを検討することによって，融資を取り組む  

かどうかの判断をすべきことになろう。   

なお，粉飾決算とは，企業が，その決算において，帳簿上の操作をし，利  

益や損失を架空に計上することであるが，通常は，業績の悪化した企業が信  

用の低下を回避するため，決算において架空利益を計上することをいうが，  

金融機関の役職員は財務分析等を通じて，業務の成果を正当に反映している  

ものかどうかや，融資先が粉飾決算をしていないかどうかを検討する必要が  

ある。粉飾された決算書を鵜呑みにして融資を実行あるいは継続することは．  

不良債権発生につながる可能性が極めて大きく，金融機関としてはこのよう  

な企業と取引することは避けなければならず，融資取引は縮小，回避してい  

かなければならない。   

また，融資は，あくまでも融資先の本来の営業活動の中から返済が順調に  

望めるかどうかを判断するものであって，担保が十分にあるからといって融  

資をするものではない。担保は，万一融資先が返済をできなかったときに限っ  

て頼るべきものであり，最初から担保の目的物を処分することによって回収  

を当て込むことは安全性の原則にも反することになる。大口信用供与等の規  

制や役員関連融資規制というのも，それ自体が不良債権の発生に直結するも  

のではないにしても，過去の金融機関の失敗による反省から生まれた知恵で  

あるといえ，通常の融資以上に，その債権回収の安全性，確実性を十分に図  

る必要があるものである。   

特に，大口信用供与等規制は，金融機関経営における危険の分散を図り，  

金融機関の財務の健全性を守る上で不可欠の規制であるため，法律上におい  

ても規制が行われており・これに反することは厳に慎むべきである0なお，  

大Ll信用供与等規制は，下記凶のように銀行法等に規定されている。たとえ  

ば，一人の債務者に対する信用供与限度額は，金融機関単体が融資する場合  

には，当該金融機関単体の自己資本の25％までである。また，当該金融機関  

とその子会社が一人の債務者に対する信用倶与限度額は，当該金融機関とそ  
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885 金融機関の役職員の融資決俄における責任  

の子会社等の自己資本の合計額の25％までである。  

「   

一人の債務者（【・－【・つの法  一人の債務者（一つの法  

金融機関単体   
金融機関単体の自己資本  金融機関単体の自己資本  

の25％   の40％   

金融機関と子会社等の自  金融機関と子会社等の自  
金融機関＋子会社等       己資本の合計額の25％  己資本の合計額の40％  

さらに，一般的には，当該金融機関全体の融資が，特定の企業，地域，業  

種に偏ることなく危険分散を図ることなども，貸出金の安全性を高めること  

につながるといえる。   

（3）収益性の原則   

収益性の原則というのは，金融機関も私企業の一つであるから，収益を上  

げることが企業の存続・発展のために必要不可欠であるということである。  

この収益を高めるためには，融資では貸出利率を高くするか，あるいは貸出  

量を増やすかする必要がある。貸出利率は．利息制限法などにより最高限度  

が制限されているほか，資金の需給関係で定まる面が多く，金融機関が任意  

に決定できる余地は比較的少ないものと思われる。しかし，そのような限ら  

れた枠の中であっても，この貸出利率の変動が金融機関の収益に与える影響  

は非常に大きいため，融資先に応じた適正金利を適用する努力を怠るわけに  

はいかないといえる。   

貸出金利は，融資の危険負担の対価といえる関係にあり，企業の信用度，  

資金使途，担保・保証の内容に応じて，適正な危険負担を算定し，それを貸  

出金利に反映させることが金融機関の姿勢として不可欠である。   

（4）流動性の原則   

流動性の原則というのは，融資の資金は適度の流動性を持ち，融資の期間  

は，調達資金である預金の期間に見合った期間に設定しなければならないと  
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いうことである。すなわち，資金繰り面から調達資金の支払に支障を生じさ  

せないために，融資の期間と調達資金の期間を対応させておくことが大切で  

ある。   

（5）成長性の原則   

成長性の原則というのは，融資が融資先の成長・発展に役立ち，金融機関  

自身の成長・発展にも役立つものでなければならないということである。設  

備資金や増加運転資金など前向きの資金需要には積極的に対応すべきである  

とされている。  

Ⅰ．融資に対する責任等についての判例の検討  

そこで，つぎに，金融機関の役員の融資に対する責任，義務について，判  

例がどのように考えているかを検討することとする。なお，金融機関の融資  

に対する役員の融資に関する責任を扱った判例は最近極めて多く，前掲・岩  

原論文では15件の判例，鹿田聡弁護士が善かれた「融資に関する銀行取締役  

の責任（∋」（銀行法務21－654号48頁）では26件の判例がそれぞれ掲げられて  

いる（うち4件は同じ判例であるので，両論文で示された判例は37件に及ぶ。  

ただし，末公刊のものを含む）。本稿では，公刊されている判例集掲載のもの  

を取り上げ，末尾に一覧表で示すことにした。  

一．善管注意義務および忠実義務   

これらを見ると，一般的には，役員は，「会社に対し，善良な管理者の注意  

をもって会社のため息実にその職務を執行する義務を負い，この善管注意義  

務，忠実義務に違反し，会社に損害を被らせた場合会社が被った損害を賠償  

しなければならない。」（名古屋地判平成9年1月20日金融・商事判例1012号  

14頁）と考えられており，大阪地判平成13年3月30日（判例タイムズ1072号  

249頁）も，「信用組合に対して善管注意義務を負う理事は，融資実行の決裁  

に際しては，この善管注意義務の一態様として，貸付金がその後確実に回収  
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され信用組合が損害を被らないように，調査を尽くし担保措置を講ずるなど  

すべきであり，仮に当該融資が信用組合に損害を与えるものであれば，その  

旨を積極的に進言し，融資実行を阻止すべき義務を負っているといわねばな  

らない。」と判示している。   

この点，もう少し具体的に述べた判例もある。たとえば，大阪地判平成12  

年9月8日（判例時報1756号160頁）は，「Ylは，理事長としてS信組の業  

務全般について総轄する責任を負っていたのであり，しかも本件各貸付け当  

時，S信組の債務超過の状況は悪化の一途をたどっていたのであるから，自  

ら直接に決裁する貸付けについて．債権剛又の確実性について検討し，十分  

な確実性が認められない場合には融資を実行しないとの判断をすべき義務を  

負っていたのはもちろんのこと，自らが直接には決裁しない貸付けについて  

も，不適切な貸付けが実行されないよう他の理事を監視する義務を負ってい  

たものと認められる。にもかかわらず，Ylは，甲貸付けについては，貸出  

裏議書に自ら決裁印を押して，違法な貸付けを実行するとの判断をし，乙貸  

付けについても棄議書に押印して，違法な貸付を行うというY2の判断を追  

認したものであるし，丙貸付けについては，決裁権者である専務理事のY2  

に対する監視を怠り，よって違法な貸付けを実行させたものであるから，本  

件各貸付けについて理事長としての善管注意義務を怠ったものであると認め  

られるし，右各行為は．S信組に対する不法行為を構成するというべきであ  

る。」と判示し，債権回収の確実性についての検討や，十分な確実性が認めら  

れない場合における融資を実行しない判断義務，および不適切な貸付けが実  

行されないための他の理事に対する監視義務を明示している。   

さらに，大阪高判平成14年3月29日（金融・商事判例1143号16頁）も，「信  

用組合は，協同組合による金融事業に関する法律（以■F「協金法」という。）  

の適用を受けるが，同法は，協同組織による金融業務の健全な経営を確保し，  

預金者その他の債権者及び出資者の利益を保護することにより一般の信用を  

維持し，もって協同組織による金融の発達を図ることを目的としている（1  

条）。そして，同法は，6条で銀行法の一部規定を準用して，信用組合の健全  
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な経営を確保するため，銀行と同様の種々の義務を課すとともに，監督官庁  

に強力な監督権限を認め，財務内容の悪化した信用組合に対し，業務停止等  

の措置をとれるものとしている。このように，信用組合が，協金法等により  

種々の規制を受けるのは，不特定多数の者から預金を集めることが予定され  

ているため，これら預金者を保護する必要があるほか，身近な金融機関とし  

て地域住民や企業に信用の供与等をしているため，万一，これが破綻すれば，  

信用秩序の混乱をもたらし，地域社会に甚大な悪影響を及ぼすことになるの  

で，その経営の健全性を保つ必要が高いためであると解される。   

このような点から．信用組合には特殊な社会的責任があると考えられるか  

ら．その経営者たる理事は，出資者のみならず，預金者及び地域社会，さら  

には，国に対し，経営（財務体質）を健全に保つ法的義務を負うと解される  

ところ，… ‥ そもそも，信用組合の理事には，前記のとおり，信用組  

合の財務体質を健全に保つ法的義務があるので，同規制を待つまでもなく，  

これらの点は，融資の際に当然配慮しなければならないことであるが，その  

基準等を明確化した点で意義があると解すべきである。ともあれ，信用組合  

の理事には法令遵守義務があるから（中小企業等協同組合法42条，商法254粂  

の3），大口融資規制が法令の規制である以上，これに反する貸付をすること  

は許されないし，このような貸付がされないよう監視すべき義務があり，仮  

に，これに反する事態が生じている場合には速やかに是正する義務を負うと  

いうべきである。」と判示し，大口融資規制の重要性を明確にするとともに，  

理事にはこれに反する貸付をすることが許されないこと，ならびに，このよ  

うな貸付がされないよう監視すべき義務があることを示している。  

四  

二．経営判断の原則あるいは信頼の原則   

この点につき，前述の名古屋地判平成9年1月20日は，「取締役は．その職  

務を執行するに当たって，企業経営の見地から，経済情勢に即応し，流動的  

で多様な各般の事情を綜合した合目的的，政策的な判断が求められることは  

いうまでもないが，会社経営は極めて波乱に富むものであり，多少の冒険と  

．了ノ   
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それに伴う危険はつきものである。それ故，取締役が業務の執行に当たって，  

企業人として合理的な選択の範囲内で誠実に行動した場合には，その行動が  

結果として間違っており．不首尾に終わったため会社に損害を生ぜしめたと  

しても，そのことの故に取締役の注意義務違反があったとして責任を問われ  

るべきでない。したがって．取締役が右の善管注意義務，忠実義務に違反し  

たとされるかどうかは，当該取締役が職務の執行に当たってした判断につき，  

その基礎となる事実の認定又は意思決定の過程に通常の企業人として看過し  

がたい過誤，欠落があるために，それが取締役に付与された裁量権の範囲を  

逸脱したものとされるかどうかによって決定すべきものである。」と判示して  

いる。すなわち，銀行の経営や融資判断は「極めて波乱に富むものであり，  

多少の冒険とそれに伴う危険はつきもの」であるので，結果が不首尾であっ  

たからといって当然に責任を問うべきものではない。これは「経営判断の原  

則」と呼ばれるものであるが，これが認められるためには，その判断の基礎  

となる事実の認定または意思決定の過程に合理的選択が要求されるとしてい  

る。   

また，大阪地判平成14年3月27日（判例タイムズ1119号210頁）は，「取締  

役は，営利を目的とする会社の経営を委ねられた専門家として，長期的な視  

点に立って全株主にとって最も利益となるように職務を遂行すべき善管注意  

義務及び忠実義務を負っている（商法254条3項，民法644条，商法254条ノ  

3）。もっとも，営利の目的を実現するためには，取引先，顧客，従業員，近  

隣の住民，地域社会等，会社をめぐる関係者に対する配慮を欠かすことがで  

きないから，取締役は，会社を経営するに当たっては，上記関係者に対する  

適切な配慮を行いつつ，営利の目的を実現すべきこととなる。   

そして，事業を営み利益をあげるためには，会社の状況，会社を取り巻く  

市場及び業界の状況，国内・国外の情勢等，時々刻々変化するとともに相互  

に影響し合いかつ流動的な考慮要素を的確に把握して総合的に評価し，短期  

的・長期的な将来予測を行った上，時機を失することなく経営判断を積み重  

ねていかなければならないから，専門家である取締役には，その職務を遂行  
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するに当たり，広い裁量が与えられているものといわなければならない。もっ  

とも，銀行は，決済機能を担っていること等，その営む事業が公共性を有す  

ることから，自由競争原理に基づく市場への参入と退出が活発に行われるこ  

とは元来予定されていないのであり，銀行の取締役は，銀行の業務の健全か  

つ適切な運営を行うことにより，預金者等の保護を確保するとともに信用秩  

序の碓持を図ることが期待されている（銀行法1条参照）。したがって，銀行  

の取締役は，一般の事業会社の取締役と同様，経営の専門家として広い裁量  

が与えられているけれども，貸出業務等の与信業務を行うに当たっては，信  

用リスクを適切に管理し，安全な資金運用を行うことが求められているなど，  

銀行の取締役であるがゆえの違いがあることに留意しなければならない。   

そこで，銀行の取締役に対し，過去の与信業務における措置が善管注意義  

務及び忠実義務に違背するとしてその責任を追及するためには，その措置を  

執った時点において，判断の前提となった事実の認識に重要かつ不注意な誤  

りがあったか，あるいは，意思決定の過程，内容が企業経営者一般としてで  

はなく，銀行の取締役として特に不合理，不適切なものであったことを要す  

るものと解するのが相当である。・‥ ▲   

被告は，前判示のとおり，N銀行の代表取締役（頭取）として，本件融資  

1及び3の決裁権限を有していたのであり，本件融資1及び3によって，N  

銀行に損失が生じる可能性を具体的に予見していたか，または少なくとも予  

見することができたものである。それにもかかわらず，その損失の規模や，  

Nファイナンスを救済する必要性（救済しないことによってなにわ銀行が被  

るおそれのある損失）と本件再建計画及び同各融資を実行することによって  

N銀行が被るおそれのある損失との比較等の点について検討していないので  

あるから，被告が本件融資1及び3を可とする決裁をするという判断の前提  

となった事実の認識に重要かつ不注意な誤りがあり，その意思決定の過程，  

内容が銀行の取締役として特に不合理，不適切なものであったといわざるを  

得ない。   

よって，本件融資1及び3を決定することとした経営判断については，被  

．了．了   
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告に認められた裁量の範囲を逸脱するものであり，したがって，被告につい  

て善管注意義務違反及び忠実義務違反が認められる。」と述べている。この判  

例も，前述の判例同様に経営判断の原則を認めているが，認められた裁量の  

範囲を逸脱したものに対しては，善管注意義務違反及び忠実義務違反になる  

としている。   

さらに，東京地判平成16年5月25日（金融・商事判例1195号55頁）は，「（1）  

株式会社の取締役は，会社に対し，会社との間の委任関係に基づき善管注意  

義務（商法254条3項，民法644条）及び忠実義務（商法254条の3）を負って  

おり，会社経営の専門家として，会社の事業内容及び状況，その取引先や市  

場等との関係及び国内外の経済・社会情勢の会社を取り巻く様々な事情につ  

き的確な情報を収集し，短期的及び長期的視点で将来の見通しを立てた上，  

適切な経営判断を行い，営利目的を前提として，会社にとって最大限の利益  

を図ることができるようその職務を執行する必要があり，取締役は，その職  

務の執行に当たり一定の経営裁量が認められ，これは銀行の場合にも同様で  

あるということができる。  

（2）他方，銀行は，その業務である預金等の・受入れ及び貸付け等によI）資金仲  

介機能を果たしているなど経済活動において重要な役割を有しており，健全  

かつ適切な銀行業務の運営を行い，もって国民経済の健全な発展に資するこ  

とが求められるというべきである（銀行法1条参照）。このような銀行業務の  

公共的性格からすると，銀行の取締役に認められる経営裁量は，純然たる私  

企業の場合と異なる制約を受けざるを得ない。これを銀行業務のひとつであ  

る銀行融資についてみれば，銀行は，上記資金仲介機能を果たすため，銀行  

を中心とした資金流通を円滑かつ確実に行う必要があり，融資先の事業内容  

及び収支状況を勘案した上，十分な担保を徴求するなど回収の確実な融資を  

実行することが要請され，S銀行の貸出規定も，かかる要請を受けて定めら  

れた融資準則であると解される。そうすると，取締役が，上記貸出規定の定  

めに違反して．回収見込みのない融資を実行したときには，原則として取締  

役としての善管注意義務等に違反したものと推認され，当該取締役において，  
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いわゆる経営判断に基づく合理性，すなわち当時の銀行を取り巻く各種事情  

を考癒した上，当該融資を実行した場合と実行しなかった場合とを比較して，  

前者の方が銀行にとってより大きい利益が得られると判断したこと，かかる  

判断がその過程．判断の前提とした事実，内容等の客観的諸事情に照らして  

合理的理由があることなどの特段の事情を主張・立証しない限り，善管注意  

義務等違反による損害賠償責任を免れないというべきである。ちなみに，倒  

産の危機に至った企業に対し倒産の危険を回避するためにされる回収を前提  

としない救済融資については，その額，総資産に占める割合，処分行為の態  

様及び従来の扱い等からみて重要な財産の処分に当たる場合には商法260条  

2項1号に定める取締役会の決議を要することはいうまでもない。このこと  

は翻って考えると，取締役会の決議なしに取締役の判断だけで重要な財産処  

分をすることは許されないことを意味し，本件についていえば，本件融資が  

通常の融資手続によって行われている以上，通常の融資手続上当然遵守され  

る事柄，つまり回収の確実な融資を図るため，貸出規定に即して行われるべ  

きであって，回収の見込みがなくかつ貸出規定に違反して融資することは原  

則として取締役としての善管注意義務等に違反すると言わざるをえない。」と  

判示している。この判例も，経常判断の原則を認めているものの，事案の処  

理としては，善管注意義務違反及び忠実義務違反としている。  

三．融資に対する姿勢   

この点につき，東京地判平成14年10月3二L口（判例時報1810号110頁）は，  

「銀行の取締役は，融資の判断にあたっては，リスクを勘案の上，当該融資  

により合理的な利益を期待し得る場合にのみ融資を行うべきであるが，不特  

定多数から借り入れた資金を他に融資するという業務の特殊性及び金融シス  

テムの根幹を担うという公共性からして，引受けるリスクにはおのずと限度  

があるというべきである。このような観点から融資にあたっては，利息収入，  

取引機会の拡大，既存融資の回収可能性の増加など融資から期待される利益  

の検討のみならず，融資の持つリスクを的確に分析・評価し，その適正化を  
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図ることが必要である。特に，原告はいわゆる第二地銀として，貸出先が零  

細企業を含めた地元の中小企業を中心とし，十分な担保を有するとは限らな  

いことから，地域とのつながりを活かし，貸出先の収益性や将来性に対する  

慎重な審査，貸出条件の設定，貸出彼のモニタリングなどによりリスク管理  

を徹底することが求められていたというべきである。そして，このような融  

資の判断は，専門性と将来予測を伴う総合判断であることから，取締役の経  

営判断事項として裁量が認められるべきであり，融資の回収不能の責任を取  

締役に問うためには，その判断についての裁量の範囲を超えた善管注意義務  

違反の有無，すなわち，当該判断をするためになされた情報収集・分析，検  

討が当時の状況に照らして合理性を欠くものであったか否か，これらを前提  

とする判断の推論過程及び内容が明らかに不合理なものであったか否かが問  

われなければならない。   

以上のとおり，本件は債務超過にあり既存融資の延滞を繰り返し，その返  

済の見込みの立たない貸出先に対して，新規事業のための資金を新たに融資  

するものであり，これによる収益で新規融資のみならず既存融資の回収をも  

図ろうとしたものである。本件のように既存融資の返済の延滞を繰り返すな  

ど返済能力に重大な懸念が顕在化している貸出先に対する追加的融資は，貸  

出先が既存債務の返済をすることができなければ直ちに資金ショートを来た  

し，新規事業自体の遂行も困難となり追加融資分の返i割こも支障が生じるお  

それがあることから，新たに貸倒れリスクを増大させ回収不能の損害を拡大  

させる危険性の高いものである。したがって，融資の判断にあたっては通常  

の場合にも増して慎重に償還可能性を検討することが必要であり，追加融資  

分について確実な担保がある場合か追加融資分のみならず既存融資分の返済  

を可能とする事業計画の実現について相当高度の蓋然性が客観的に確保され  

るような特段の事情のない限り融資を差し控えるべきである。」と判示してい  

る。つまり，銀行の取締役は，融資の判断を行う際，収益性を考慮するだけ  

でなく，その公共的性格からリスクを回避する責任もあるので，融資の持つ  

リスクを適格に分析・評価し，その適正化を図るべきであり，それに反する  
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判断は差し控えるべきであるとしている。   

同様の趣旨は，次に示すその後の判例においても述べられている。  

（彰 東京地判平成14年4月25日（判例時報1793号155頁）   

「以上要するに．本件追加融資の判断の前提となった情報収集・分析，検  

討は，追加融資を打ち切る場合の利害得失については，原告に生じる損失の  

吟味及びこれを最小化する方策の検討が不十分であった。伯方で，追加融資  

を実行する場合については，本件追加融資の外に，状況によってはさらに融  

資を行なう必要が見込まれ，これらは既存の融資額，さらには追加融資の打  

ち切りにより想定されていた有形・無形の損失と比較して数倍にも及ぶ巨額  

の融資であり，新たに貸倒リスクを拡大するものであるから，追加融資を実  

行する方が全体として利益であるということを合理的に期待しうるために  

は，融資全体について相当程度の回収可能性があることが必要であった。さ  

らに，本件追加融資は，原告のこれまでの本件プロジェクトに対する関わり  

と異なって会員権の売れ残りあるいは本件事業の運営についてのリスクの大  

部分を引き受けることになるものであることから，会員権の販売可能性ない  

しホテル事業としての収益可能性について慎重な検討が求められる状況で  

あった。しかるところ，会員権の販売見込みについての情報収集・分析，検  

討は，当時の経済情勢，それまでの会員権の販売状況，他の金融機関の本件  

プロジェクトに対する対応を考慮すると．その可能性についての再調査が当  

然に必要であったにもかかわらずこれを行っていないこと，ホテルを主体と  

して運営することによる収益可能性についての情幸馴文集・分析，検討は，こ  

のような事業形態の変更は，従来の会員権の販売を主体とするプロジェクト  

とは別個のプロジェクトと見るべきであり，その採算可能性についての本格  

的調査が必要であったにもかかわらず，これがなされていないことなどの点  

において，不足・不備があり，これらをもって融資について相当程度の回収  

可能性があったとの合理的期待を抱くには到底足りないものであったといわ  

ざるを得ない。  

イ そして，被告は，平成元年五月の五○億円の融資証明書の発行及び同年  

β7  
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六月二九日の二億円のつなぎ融資を与信専決権者として決裁し，平成三年八  

月の三○億円の融資の方針決定については業務運営委員会のメンバーとして  

関与し，さらに平成四年一月三一日の五億円のつなぎ融資を与信専決権者と  

して決裁するなど本件プロジェクトに当初から関わり，その経緯や内容を熟  

知しており，また，本件追加融資については与信専決権を有する最高責任者  

として関与したのであり，このような被告の本件プロジェクトへの関与や本  

件追加融資における役割を前提とすると，上記に指摘した情幸馴叉集・分析，  

検討の不足・不備は，当該状況下におかれた取締役として，これに基づき意  

思決定を行なうことに，当然に躊躇を覚えてしかるべきものであったと認め  

られる。  

り 以上によれば，本件追加融資を行なった被告の判断は，当該状況下にお  

いて合理的と考えられる情幸馴文集・分析，検討を怠り，追加融資を打ち切る  

場合の損失に比し，追加融資を行なう場合の回収不能によるリスクを著しく  

過小に評価し，その衡量判断を誤って，回収可能性の乏しい本件プロジェク  

トに対して巨額の追加融資を行なったものであり，取締役として許容された  

裁量を逸脱した善管注意義務違反がある。」  

（丑 大阪地判平成12年5月24日（金融・商事判例1097号31頁）  

（本来の営業活動以外の資金に対する融資について）   

「このように，本来の営業活動による利益からの返済が期待できないP社  

に対して，多額の貸付残高があるにもかかわらず，有価証券購入を目的とし  

て，大幅な担保不足のまま融資をした本件貸付は，購入した株式の価格が上  

昇し，売却益が生じた場合には貸金の返済を受けることができるが，価格が  

下落した場合には直ちに融資の返済を受けることが困難になるという危険性  

を多分にはらんだものであって，多数の組合員から資金を集め，右資金を安  

全かつ確実に運用すべき責務を負う信用組合の行う融資として到底許容され  

るものではない。」   

③ 大阪地判平成12年9月8［】（判例時報1756号159頁）   

「以上の事情を総合すると，甲貸付けは，融資の回収ができなくなる危険  

．もヾ   
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性を多分にはらんでいるにもかかわらず，既に債務超過の状態にあったS信  

組において，十分な審査を経ることなく，あえて実行されたものであり，組  

合員から集めた資金を安全確実に運用すべき責務を負う信用組合の行う融資  

としては，到底許容されるものではなく，違法な融資であったと言わざるを  

得ない。」と判示し，十分な審査を経ずになされた融資実行について厳しい判  

断を示している。   

④ 大阪地判平成13年3月30日（判例タイムズ1072号248頁）   

「以上によれば，被告らは，Y土建とT信用組合との緊密なつながりのゆ  

えに，Y土建から懇請されるたびに，貸付金の回収の目途もないままに，漫  

然と本件第1融資を継続させてきたのであって，かかる一連の貸付は，その  

経営者に与えられた裁量権を考慮したとしても，その範囲を逸脱した違法な  

融資というべきである。」と判示し，回収日処のない融資継続につき，違法な  

融資と断じている。   

⑤ 津地判平成17年3月25日（箕輪邦一「旧経営陣責任追及における調査  

からみた破綻金融機関の傾向について①」銀行法務21－655号56頁）   

「現時点では，融資決裁当時の債務者の決算書等の財務諸表は残されてい  

ないが万一被告（旧経営陣）が．本件融資の可否の判断・実行にあたり，決  

算書の徴求等の財務諸表調査を怠っていたなら，それ自体が融資事務取扱規  

程に違反する著しい不注意である。財務諸表調査は，法人取引にあたって一  

番最初になすべき融資の第一歩であることは公知の事実であり，この慨怠に  

は如何なる言い訳もありえない」。   

さらに，最近公刊された札幌高判平成18年3月2日（判例時報1946号128  

頁）では，次のように述べられている。すなわち，「株式会社の取締役は，経  

営の専門家として会社の経営を委任されている者であるから，その任務を遂  

行するため，専門的な知識と経験に基づき，合目的的で，総合的，政策的な  

判断が要求されているのであって，その判断が広範な裁量に委ねられている  

ことはいうまでもない。とりわけ．銀行の取締役が融資判断をするに当たっ  

3タ   
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ては，一面において，利息収入，取引機会の拡大，既存融資の回収可能性の  

増加等の融資～得られる利益を確保，拡大することが期待されているが，他  

方，銀行の健全経営の確保，預金者等の保護の観点からすると，銀行の取締  

役が融資の可否を決するに当たっては，確実性（安全性）の原則（回収が確  

実な融資の実行）及び収益性の原則（銀行にとって収益のある融資の実行）  

を遵守することが要請されているのであって，これらの原則および前記の銀  

行業務の公共性から銀行の取締役の裁量の幅は制限されるものというべきで  

ある。  

以上のことを考慮すると，銀行の取締役の注意義務違反の有無については，  

銀行の取締役一般に期待される知識，経験等を基礎として，当該判断をする  

ためにされた情報収集，分析，検討が当時の状況に照らして合理性を欠くも  

のであったか否か，これらを前提とする判断の推論過程及び内容が確実性の  

原則及び収益性の原則，銀行業務の公共性に照らし不合理なものであったか  

否かにより判断すべきである。」  

Ⅱ．私  見  

以上のことから鑑みると，銀行の取締役は，融資判断をするに当たって，  

融資の5原則，特に，公共性の原則，安全性の原則，収益性の原則を遵守す  

ることが要請されるため，その裁量の幅は制限されたものにならざるを得な  

いものと思われる。さらに，その判断が正しいと主張するためには，できう  

る限りの情報収集を行い，そのうえでの分析，検討が加えられなければなら  

ない。  

⊆  もちろん，融資というのはリスクを包含しているので，不良債権発生が直  

ちに取締役の責任につながるものではないが，①十分な情報収集や調査を  

怠ったり，（卦財務分析などの分析，検討を怠った結果，不良債権を発生させ  

たり，③大口融資規制などの法令に違反したり，（互収益での返済が十分に見  

込めないにもかかわらず，無担保で貸付したり，大幅な担保不足を見過ごし  

4β   



同 法（563・4）872   

たⅠ‘），⑤貸出金の延滞あるいは債務超過があるにもかかわらず，合理的理由  

なしに別の貸出を実行Lたりすることは，善管注意義務違反，あるいは忠実  

義務違反を問われても仕方がないのではないかと思われ，発生した損害の賠  

償責任を負担しなければならないものと考えられる。  
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金融機関役員の融資責任に関する最近の主な裁判例（判例集に公刊されたもの）  

融資を受けた耶引光   結 論   
番 ケ   
判 決   
出典・ 事件番ぢ・  役員の所 属した金 融機関  原告  

請求棄却   ロ  名古屋地判 平9．1．20  判時600144、 判夕946108， 金利109721  中京銀行    し株主代 表訴訟）  ンーンーニLス  
2  松11l地判 平11．4．28  判夕1046232  仰「銀子r  （株用 熟恥鋸  マルタホーーム   請求棄却   

巴  人阪地判  判時734127， 21  三福信用   整理回収   （㈲P祉   
平12．5．24   金判1097   組合  機構  

一都認容   

4  大阪地判  判時1756151  三福信用  整理lり川丈  サンライズ，オズコーポレー  請求認呑   平12．9．8   組合  機構   ション   
5  大阪地判  判夕1072242  ［fl辺信用  整理回収  東洋土建．綜合間乳 プレジデ  請求認容   平13．3．30   組合  機構  ントホームズ   
大阪地判  

6    ヤ13．5．28  
組合   機構   一部認容   

［12の第一審］   

・一部認容   7  東京地利 ヤ13．5．31  判時1759131  軒京商銀 †訓組合  欄l含員 代表訴 訟）  松本祐商事グループ  
紳地判  三重り．㌔一言  

ヤ13．10．3  判時1781156   用組合   8          二三菰県仁 用組合  （個人）  請求認容   

9  東京地判 平13．11．5  判時1779108  第一住宅 金融  整理回収 機構  イーアイイー㍉ トーショー   請求認眉   

10  大阪地判  判時792137，  
平14．3．13   判夕1120－254   表訴訟1   

磐梯リゾート開発   請求棄却   

なみはゃ  

凹  大阪地判 平14．3．27   判夕1119194   銀行 （l【1なに  請求認容   
わ銀子r）   

焼判決取消   

東京地判  判時793140．  田  大阪高判 平14．3．29 ［6の控訴審］  全判1143・・16  人和倍≠ 組合  整理国昭 機構  府艮住宅グループ    13   ヤ14．4．25   判夕109884  「」本艮期 信用銚子f  新生銀行  廿軒海洋計画   請求認容   

14  東京地判 平14．7．18  判夕105－194， 金判115527  仁］本長期 信用銀行  新生鋭そf  イーアイイ【グループ   請求棄却   

15  札幌地利 1l14．7．25 ［25の第一審］  判夕1131232  北海道指 殖銀行  川 整理l＝川丈 機構  栄不動産   
殖銀行   16  札幌地判 宰14．9．3  判時1801119  北海道柘   整理回叫 機構  ミヤシタ   
なみはや  

17  人阪地判  判夕1134248    銀行  なみはや  京都厚生会など   

銀if）   

18  東京地利   判時810－110，  国民鈍行  国民銀行  陶陶商事，トーコー，トーコー  本訴：請求認零  
平14．10．31  判夕1115211  アド，同際販売，カミパレス  反訴：請求棄却   

札幌地判  
19   乎15．9．16  

殖銀行   
［27の第・一審］   

東京地利   判時185121，  ［1本長期   L1本リース，［1本ランディック，   20        新生銀行  
口本債券   整理回収   川 プ 

21  東京地判 平16．3．26  判時1863128   信用銀行   機構  レビア   

田  札幌地判 1 判夕1158196  北海道箱 殖銀行  整理回収 機構  ソフィアプル←プ   
乎6．3．26  

・Jご   



同 法（56－3・4）870  

融資を受けた取引先   結 論   番 ケ  判 決  出典． 事件番i；・  役目の所 属Lた会 融機関  原 告  
23  東京地判 平16．5．25  全判】19537  上†本債券 信用銀行  整理回収 機構  系列ノンバンク   請求認谷   

平16．7．28   機構   24  大阪地判   判夕1167208  幸福銀行  整理回収   綜介ハウジング，幸和木動産   請求認容   
札幌高利  

25   平17．3．25  部棄却．  
［15の控訴審］   

・一部変更  

札幌高判  資料版商事法  北海道柘  整理回収  カブトデコム   →部棄却，  
半17．3．25  務25685  植銀行  機構  ▲都変更  

札幌高利 平18．3，2 ［19の控訴審］  判時946128， 判夕1209・〉47  北海道拓 殖銀行  整理回収 機構  エスコリース，日伯   一都認容   

・JJ   




